
八王子市道路交通部「週休2日制確保工事」実施要領 

 

1. 目的 

本実施要領は、八王子市道路交通部が発注する工事において「完全週休２日制」の実現

を目指す取組である「週休２日制確保工事」、また、休日作業が必要となる維持工事や災

害復旧工事等で「現場閉所」が馴染まない工事による、新たに技術者等の休日日数で週休

２日に取り組む「週休２日交替制工事」（以下「交替制」という。）について、実施の流

れ、提出資料等を定めたものである。 

2. 対象工事 

八王子市道路交通部が発注する全ての工事を対象とする。ただし、以下いずれかに該当

する工事は対象外とできる。 

(ア) 対象期間（本要領3.（ア）③参照）が１か月（約３０日）未満の工事 

(イ) 単価契約工事や緊急対応工事等の工期があらかじめ決められている工事 

(ウ) 社会的要請等により早期の工事完成が望まれる工事 

例① 災害復旧工事 

例② 供用時期が公表されている工事 

(エ) 施工時間や施工方法の制約が予想される工事 

例 通学時間帯の中断等、地域社会からの要望が予想される工事 

なお、休日作業が必要となる維持工事や災害復旧工事等で「現場閉所」が馴染まない工

事は、「交替制」の対象とできる。 

3. 週休２日の考え方 

(ア) 現場閉所 

① 対象期間において、４週８休以上の現場閉所を行ったと認められる状態をいう。 

② 現場閉所とは、巡回パトロールや保守点検等、現場管理上必要な作業を行う場所

を除き、現場事業所での事務作業を含めて１日を通して現場や現場事務所が閉所され

た状態をいう。 

③ 対象期間とは、現場着手日から工事完了日までの期間をいう。なお、年末年始６

日間、工場製作のみを実施している期間、工事全体を一時中止している期間のほか、

発注者が対象外と認める期間（受注者の責によらず現場作業を余儀なくされている期

間等）は含まない。 

④ ４週８休以上とは、対象期間内の現場閉所日数の割合（以下「現場閉所率」とい

う。）が、28.5％（８日/２８日）以上の水準に達する状態をいう。 

(イ) 交替制 

①対象期間において、４週８休以上の休日確保を行ったと認められる状態をいう。 

②対象期間とは、対象期間内における技術者及び技能労働者の従事期間をいう。な

お、年末年始６日間については、対象期間内に現場に従事した技術者及び技能労働者

それぞれが休日確保出来ていればよい。 



③技術者及び技能労働者とは、施工体制台帳上の元請及び下請技術者等が対象とな

る。 

④施工体制台帳上の工期のうち実働期間が点々としている場合には、受発注者協議で

対象期間について適宜設定するものとする。 

⑤４週８休以上とは、対象期間内に現場で従事した全ての技術者及び技能労働者の平

均休日数の割合（以下「休日率」という。）が、28.5％（８日/２８日）以上の水準に

達する状態をいう。 

(ウ) 降雨、降雪等による予定外の現場閉所日または休日についても、現場閉所または

休日日数に含めるものとする。 

4. 業務の流れ 

(ア) 工事発注時 

発注者は、本要領２により週休２日制確保工事を選定した上で、当初設計時に４週８休

として経費（労務費、機械賃料、共通仮設費率、現場管理費率）の補正を行い、起工書、

案件公表時の記載及び特記仕様書に当該工事が週休２日制確保工事である旨を記載する

（別添１）。 

(イ) 工事施工時 

1）受注者は、広報板に「週休２日制確保工事」である旨を記載する。（別添３） 

2）受注者は、現場閉所を行う時は、事前に週間工程表やメール等で監督員に報告す

る。 

(ウ) 最終変更時 

① 現場閉所 

受注者は、工事完了日確定後速やかに、現場閉所の結果が確認できる「現場閉所報告

書」（別添４）を作成し、発注者へ報告する。 

発注者は、現場閉所の実施結果に応じ、別添２のとおり、設計変更を行う。 

② 交替制 

受注者は、工事完了日確定後速やかに、技術者及び技能労働者の休日確保状況結果が

確認できる「休日確保状況報告書」（別添５）を作成し、発注者へ報告する。 

休日確保状況報告書の提出時には、技術者及び技能労働者の出勤状況が分かる一覧表

と休日が証明できる書類を添付する。また休日率は、現場に従事した技術者及び技能

労働者の休日日数と対象期間日数から算出する。 

発注者は、技術者及び技能労働者の休日率の実施結果に応じ、別添２のとおり、設計

変更を行う。 

5. 留意事項 

(ア) 発注者は、緊急時等やむを得ない場合を除き、現場閉所日の前日等、現場閉所中

の作業が発生するような指示等は行わない。 

(イ) 発注者における現場閉所状況または技術者及び技能労働者の休日率の確認につい

ては、各工事単位で行うものとする。 

6. 適用 

この要領は、令和５年１２月１日以後に起工し、公告等を行う案件に適用する。 



別添１ 

記載例 

１ 起工書への記載 

起工書の「その他」に「週休２日制確保工事」であることを記載。 

２ 案件公表時の記載 

発注予定表において、「発注予定備考」欄等に以下のように記載する。 

① 現場閉所の場合 

本工事は、「週休２日制確保工事」である。実施にあたっては『八王子市道路交通部

「週休２日制確保工事」実施要領』に基づき行う。なお、現場閉所の４週８休として

経費を補正している。 

② 交替制の場合 

本工事は、「週休２日制確保工事」である。実施にあたっては『八王子市道路交通部

「週休２日制確保工事」実施要領』に基づき行う。なお、交替制の４週８休として経

費を補正している。 

３ 特記仕様書記載例 

(1) 本工事は、「週休2日制確保工事」の対象案件である。 

(2) 実施にあたっては、『八王子市道路交通部「週休2日制確保工事」実施要領』（以

下「要領」という。）に基づき行う。 

要領は、八王子市ホームページから入手できる。 

（https://www.city.hachioji.tokyo.jp/jigyosha/001/007/p033276.html） 

※現場閉所の場合 

(3) 本工事は、現場閉所の4週8休として経費を補正している。 

※交替制の場合 

(3) 本工事は、交替制の4週8休として経費を補正している。 

  



別添２ 

週休2 日制確保工事における各種補正について 

《現場閉所》 

１ 現場閉所の定義 

現場閉所状況の定義は、次のとおりとする。 

（1）4 週8 休以上 

現場閉所率が28.5％（8 日/28 日）以上の場合 

（2）4 週7 休以上4 週8 休未満 

現場閉所率が25.0％（7 日/28 日）以上28.5％未満の場合 

（3）4 週6 休以上4 週7 休未満 

現場閉所率が21.4％（6 日/28 日）以上25.0％未満の場合 

２ 経費の補正 

現場閉所状況が4 週6 休以上（現場閉所率21.4％以上）の場合は、現場閉所率に応

じて、間接工事費（共通仮設費率及び現場管理費率）を補正し、直接工事費及び共通

仮設費（積上分）に計上される単価のうち労務費、機械賃料、土木工事標準単価に対

して週休２日の補正を適用した単価を計上する（補正係数表は３の表のとおり）。 

なお、「土木工事標準単価」については、「建設物価（土木コスト情報）」及び

「積算資料（土木施工単価）」に掲載の単価を使用しており、補正済み単価（同工

種）が物価資料（「建設物価（土木コスト情報）」、「積算資料（土木施工単

価）」）の両方に掲載されている場合は、その平均価格（有効数字３桁とし、４桁以

下は切り捨て）とし、片方の資料のみに掲載されている単価は、当該単価（有効数字

３桁とし、４桁以下は切り捨て）とする。 

３ 補正係数表 

 
4 週6 休以上 

4 週7 休未満 

4 週7 休以上 

4 週8 休未満 
4 週8 休以上 

労務費 １．０１ １．０３ １．０５ 

機械賃料 １．０１ １．０３ １．０４ 

共通仮設費率 １．０２ １．０３ １．０４ 

現場管理費率 １．０３ １．０４ １．０６ 

注１ 労務費分が明らかとなっていない市場単価等は、補正の対象としない。 

注２ 現場閉所率が21.4％（4 週6 休）未満となった場合は、上記の補正を行わない。 

４ その他 

週休2 日制確保工事に伴う書類の作成費用は、現場閉所率に応じて補正する経費に

含まれるため、別途計上は行わない。 

  



別添２ 

《交替制》 

１ 休日率の定義 

休日率の定義は、次のとおりとする。 

（1）4 週8 休以上 

休日率が28.5％（8 日/28 日）以上の場合 

（2）4 週7 休以上4 週8 休未満 

休日率が25.0％（7 日/28 日）以上28.5％未満の場合 

（3）4 週6 休以上4 週7 休未満 

休日率が21.4％（6 日/28 日）以上25.0％未満の場合 

２ 経費の補正 

休日確保状況が4 週6 休以上（休日率21.4％以上）の場合は、休日率に応じて、労

務費及び現場管理費、土木工事標準単価を補正する（補正係数表は３の表のとお

り）。 

なお、「土木工事標準単価」については、「建設物価（土木コスト情報）」及び

「積算資料（土木施工単価）」に掲載の単価を使用しており、補正済み単価（同工

種）が物価資料（「建設物価（土木コスト情報）」、「積算資料（土木施工単

価）」）の両方に掲載されている場合は、その平均価格（有効数字３桁とし、４桁以

下は切り捨て）とし、片方の資料のみに掲載されている単価は、当該単価（有効数字

３桁とし、４桁以下は切り捨て）とする。 

３ 補正係数表 

 
4 週6 休以上 

4 週7 休未満 

4 週7 休以上 

4 週8 休未満 
4 週8 休以上 

労務費 １．０１ １．０３ １．０５ 

現場管理費率 １．０１ １．０２ １．０３ 

注１ 労務費分が明らかとなっていない市場単価等は、補正の対象としない。 

注２ 休日率が21.4％（4 週6 休）未満となった場合は、上記の補正を行わない。 

４ その他 

週休2 日制確保工事に伴う書類の作成費用は、休日率に応じて補正する経費に含ま

れるため、別途計上は行わない。 



別添３ 

広報板記載例  

 

○○○○ 工事のお知らせ 

週休２日制確保工事※１ 

 

この工事は、○○通り（市道○○号線）の○○○○工事で、令和○○年○月頃下図のよ

うに完成する予定です。 

皆様には、ご迷惑をおかけすることもあるかと思いますが、ご理解とご協力をお願いい

たします。  

工事件名 ○○号線道路改修工事 

工事区間 八王子市○○町○○番地先 

工事概要 延 長 ○○ m  

車道幅員 ○○ m  

お気づきの点は、下記へご連絡ください 

八王子市道路交通部 ○○課   電話042(***)****  

○○建設株式会社 ○○作業所  電話042(***)****  

■     

（二次元コード）  

本工事は、「完全週休２日制」の実現を目指す取組である「週休２日制確保工事」です。※２ 

 

 

（注） 

 ・※１は、すべての広報板に記載。 

 ・※２は、広報板Ａ型、Ｂ型に記載。（Ｂ´型、Ｃ型でも可能な場合は記載。） 

 ・フォント、文字の大きさ等は変更してよい。  

事業 PR 記載 

絵・図 



例）【現場閉所報告書】令和○○年度　○○工事　（工期　令和○○年○月○日　～　令和○○年○月○日）

①対象期間内日数 日

②a　4週8休以上 日=①×0.285（8日/28日）(小数点以下切り上げ)

b　4週7休以上 4週8休未満 日=①×0.250（7日/28日）(小数点以下切り上げ)

c　4週6休相当 4週7休未満 日=①×0.214（6日/28日）(小数点以下切り上げ)

③現場閉所日数 日 ※必ず検算すること。

②a≦③∴4週8休相当以上 ※入力月が12か月を超える場合は、行追加やシート追加等を適切に行い、

　 本工事全体での①から③の合計日数を報告すること。

1 2 3 4 5 6 7 8 9101112131415161718192021222324252627282930

木金土日月火水木金土日月火水木金土日月火水木金土日月火水木金
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作作休休作作作作作休休作作作作作休休作作作作作休休作作作休作

1 2 3 4 5 6 7 8 910111213141516171819202122232425262728293031

土日月火水木金土日月火水木金土日月火水木金土日月火水木金土日月

工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工

休休休休休作作休休作作作作作休休作作作作作休休作作作作作休休作

1 2 3 4 5 6 7 8 9101112131415161718192021222324252627282930

火水木金土日月火水木金土日月火水木金土日月火水木金土日月火水

工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工

作作作作休休作作作作作休休作作作作作休休作作作作作休休作作作

1 2 3 4 5 6 7 8 910111213141516171819202122232425262728293031

木金土日月火水木金土日月火水木金土日月火水木金土日月火水木金土

工工工工製製製製製製製製製製製製製製工工工工工工工工工工工工工

作作休休作作作作作休休作作作作作休休作作作休休休休作作作作作休

1 2 3 4 5 6 7 8 910111213141516171819202122232425262728293031

日月火水木金土日月火水木金土日月火水木金土日月火水木金土日月火

工工工工工工工工工工工工工工工夏夏夏夏夏工工工工工工工工工工工

休作作作作作休休休作作作作休休休休休休休休休休作作作作休休作作

1 2 3 4 5 6 7 8 9101112131415161718192021222324252627282930

水木金土日月火水木金土日月火水木金土日月火水木金土日月火水木

工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工

作作作休休天天作作作休休作作作作作休休休作作休作休休作作作作

1 2 3 4 5 6 7 8 910111213141516171819202122232425262728293031

金土日月火水木金土日月火水木金土日月火水木金土日月火水木金土日

工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工

作休休作作作作作休休作作作作作休休作作作作作休休作作作作作休休

1 2 3 4 5 6 7 8 9101112131415161718192021222324252627282930

月火水木金土日月火水木金土日月火水木金土日月火水木金土日月火
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作作休作作休休作作作作作休休作作作作作休休作休作作作休休作作

1 2 3 4 5 6 7 8 910111213141516171819202122232425262728293031

水木金土日月火水木金土日月火水木金土日月火水木金土日月火水木金

工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工年年年

作作作休休作作作作作休休作作作作作休休作作作作作休休作作休休休

1 2 3 4 5 6 7 8 910111213141516171819202122232425262728293031

土日月火水木金土日月火水木金土日月火水木金土日月火水木金土日月

年年年工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工

休休休作作作作休休休作作作作休休作作作作作休休作作作作作休休作

1 2 3 4 5 6 7 8 910111213141516171819202122232425262728

火水木金土日月火水木金土日月火水木金土日月火水木金土日月

工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工

作作作作休休作作作作休休休作作作作作休休作作休作作休休作

1 2 3 4 5 6 7 8 910111213141516171819202122232425262728293031

火水木金土日月火水木金土日月火水木金土日月火水木金土日月火水木

工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工工

作作作作休休作作作作作休休作作作作作休休休作作作作休休作作作作

令和４年３月

日付
実施要領3における

曜日

期間種別 対象期間日数31

作業・閉所種別 現場閉所日数9

令和４年２月

日付
実施要領3における

曜日

期間種別 対象期間日数28

作業・閉所種別 現場閉所日数10

令和４年１月

日付
実施要領3における

曜日

期間種別 対象期間日数28

作業・閉所種別 現場閉所日数9

令和３年12月

日付
実施要領3における

曜日

期間種別 対象期間日数28

作業・閉所種別 現場閉所日数8

令和３年11月

日付
実施要領3における

曜日

期間種別 対象期間日数30

作業・閉所種別 現場閉所日数10

令和３年10月

日付
実施要領3における

曜日

期間種別 対象期間日数31

作業・閉所種別 現場閉所日数10

令和３年９月

日付
実施要領3における

曜日

期間種別 対象期間日数30

作業・閉所種別 現場閉所日数12

令和３年８月

日付
実施要領3における

曜日

期間種別 対象期間日数26

作業・閉所種別 現場閉所日数11

令和３年７月

日付
実施要領3における

曜日

期間種別 対象期間日数17

作業・閉所種別 現場閉所日数7

実施要領3における

対象期間日数

現場閉所日数

30

9

実施要領3における

対象期間日数31

現場閉所日数13

令和３年６月

日付

曜日

期間種別

作業・閉所種別

実施要領3における

対象期間日数30

現場閉所日数8

340

97

85

73

116

令和３年４月

令和３年５月

日付

曜日

期間種別

作業・閉所種別

日付

曜日

期間種別

作業・閉所種別

別添５別添４　



【休日確保状況報告書】 令和○○年度　○○工事　（工期　令和○○年○月○日　～　令和○○年○月○日）

0.285a　4週8休以上（休日率28.5%以上） 入力箇所

0.25 b　4週7休以上 4週8休未満（休日率25.0%以上28.5%未満）
0.214c　4週6休相当 4週7休未満（休日率21.4%以上25.0%未満）

∴

※「会社名」、「氏名」、「対象期間日数」、「休日日数」欄に記入する

※技術者及び技能労働者の出勤状況が分かる一覧表と休日が証明できる書類を添付する

※対象者数に応じて、行の追加削除を適切に行う

※必ず検算する

27.0%

※対象期間日数について、元請会社は技術者及び技能労働者の従事期間の日数、下請会社は施工体制台帳上の工期日数を基本と
する

4週7休相当

50 13 26.0%
50 13 26.0%

C電設（二次下請） △△ 50 13 26.0%
50 13 26.0%

◆◆ 70 19 27.1%
70 19 27.1%

B建設（一次下請） ●● 70 19 27.1%
■■ 70 19 27.1%

◇◇ 100 28 28.0%
100 28 28.0%

28.0%
□□ 100 28 28.0%

A建設 〇〇 100 28
会社名 平均（休日率）休日日数の割合休日日数対象期間日数氏名

別添６　別添５


